
平成 ２ ２ 年度

一般会計歳入予算概算見積書

経済産業省



現金収入 （単位：千円）

歳 入 科 目 平成21年度 平成22年度 対前年度

部 款 項 予算額（ａ） 見積額（ｂ）
比較増▲減額
（ｂ）－（ａ）

4000-00 政府資産整理収入 4,789,831 5,517,999 728,168
4200-00 回収金等収入 4,789,831 5,517,999 728,168
4201-00 特別会計整理収入 335 357 22
4201-03 貿易特別会計整理収入 324 346 22 1

4201-04 米国対日援助物資等処理特別会計整理収入 11 11 0 1

4203-00 貸付金等回収金収入

4203-25 小規模企業者等設備導入資金貸付金償還金 4,789,496 5,517,642 728,146 1

5000-00 雑収入 104,315,470 67,471,476 ▲ 36,843,994
5100-00 国有財産利用収入 155,643 129,261 ▲ 26,382
5101-00 国有財産貸付収入 151,497 125,482 ▲ 26,015
5101-01 土地及水面貸付料 27,925 33,129 5,204 2

5101-02 建物及物件貸付料 58,301 41,875 ▲ 16,426 3

5101-03 公務員宿舎貸付料 65,271 50,478 ▲ 14,793 4 43～53頁参照

5102-00 国有財産使用収入

5102-01 版権及特許権等収入 4,146 3,779 ▲ 367 5

5200-00 納付金 48,246,156 11,804,603 ▲ 36,441,553
5210-00 特定アルコール譲渡者納付金

5210-01 特定アルコール譲渡者納付金 12,609,600 11,381,000 ▲ 1,228,600 5

平 成 2 2 年 度 歳 入予算概算見積書目次

頁 備 考



現金収入 （単位：千円）

歳 入 科 目 平成21年度 平成22年度 対前年度

部 款 項 予算額（ａ） 見積額（ｂ）
比較増▲減額
（ｂ）－（ａ）

頁 備 考

5203-00 雑納付金 35,636,556 423,603 ▲ 35,212,953
5203-16 独立行政法人中小企業基盤整備機構納付金 35,636,556 0 ▲ 35,636,556 6

5203-18 独立行政法人産業技術総合研究所納付金 0 423,603 423,603 6

5300-00 諸収入 55,913,671 55,537,612 ▲ 376,059
5303-00 特別会計受入金 50,015,250 49,195,250 ▲ 820,000
5303-20 貿易再保険特別会計受入金 49,195,250 49,195,250 0 6

5303-22 特許特別会計受入金 820,000 0 ▲ 820,000 6

5306-00 許可及手数料

5306-01 手数料 10,055 10,709 654 7

5309-00 弁償及返納金 2,390,938 1,670,166 ▲ 720,772

5309-01 弁償及違約金 5,431 4,467 ▲ 964 40

5309-02 返納金 2,385,507 1,665,699 ▲ 719,808 40

5311-00 物品売払収入

5311-04 不用物品売払代 27,093 27,230 137 41

5399-00 雑入 3,470,335 4,634,257 1,163,922

5399-01 労働保険料被保険者負担金 3,423 4,651 1,228 41

5399-04 延滞金 1,190 3,895 2,705 42

5399-99 雑収 3,465,722 4,625,711 1,159,989 42

14 経済産業省主管 計 109,105,301 72,989,475 ▲ 36,115,826



現金収入



部 款 項 目 前年度予算額 22年度見積額

千円 千円
4000-00 政府資産整理収入
4200-00 回収金等収入
4201-00 特別会計整理収入
4201-03 貿易特別会計整理収入 324 346 昭和25年をもって廃止された旧貿易特別会計（緊要物資輸入基金特別会計法昭和26年法律第58号）の一般

会計引継債権の回収金であって、過去３ヵ年度の収入実績を基礎として算出。

18年度実績 19年度実績 20年度実績 計 ３ヵ年平均

円 円 円 円 円

336,800 327,800 372,300 1,036,900 345,634

4201-04 米国対日援助物資等処理特別 11 11 昭和２８年度をもって廃止された旧米国対日援助物資等処理特別会計（昭和２９年法律第３４号）の一般会計
会計整理収入 引継債権の回収金であって、過去３ヵ年度の収入実績を基礎として算出。

１８年度実績 １９年度実績 ２０年度実績 計 ３ヵ年平均

円 円 円 円 円

10,000 13,000 9,000 32,000 10,667

4203-00 貸付金等回収金収入
4203-25 小規模企業者等設備導入資金 4,789,496 5,517,642 小規模企業者等設備導入資金貸付金の償還金であって、過去２ヵ年度の収入実績を基礎として算出。

貸付金償還金

１９年度実績 ２０年度実績 計 2ヵ年平均

円 円 円 円

6,856,133,689 4,179,149,750 11,035,283,439 5,517,641,720

一 般 会 計 歳 入 予 算 概 算 見 積 額 積 算 内 訳 表

見 積 額 積 算 内 訳
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部 款 項 目 前年度予算額 22年度見積額 見 積 額 積 算 内 訳

千円 千円
5000-00 雑収入
5100-00 国有財産利用収入
5101-00 国有財産貸付収入
5101-01 土地及水面貸付料 27,925 33,129 用地の貸付見込面積等を基礎として算出。

部局 22年度見積額 前年度予算額

円 円

経済産業本省 32,408,962 27,217,509

経済産業研修所 647,865 634,495

東北経済産業局 4,500 10,500

近畿経済産業局 31,183 27,236

中国経済産業局 36,755 34,825

計 33,129,265 27,924,565

経済産業本省
東京地下鉄㈱ 土地360.45㎡ 32,390,962 円
東京電力㈱埼玉支店川口支社 支線 1本 1,500 円
東京電力㈱渋谷支社 本柱 2本 3,000 円
東日本電信電話㈱東京支社 本柱 1本、支線 2条 4,500 円
東京電力㈱多摩支店武蔵野支社 支線 1条、支線柱 1本 3,000 円
東京電力㈱千葉支社 支線 4本 6,000 円

経済産業研修所
東京電力㈱多摩支店立川支社 本柱 16本、支柱 2本 27,000 円
㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ 土地92.93㎡ 620,865 円

東北経済産業局
東北電力㈱ 電柱１本、支線２本 4,500 円

近畿経済産業局
大阪ガス(株) ガス管１本、枝管２本 23,683 円
関西電力(株) 電柱３本、支線２本 7,500 円

中国経済産業局
広島ガス(株) 土地2.38㎡ 36,755 円

ガス管等３本、電柱等５本

数量

土地360.45㎡、本柱等12本

土地92.93㎡、本柱等18本

電柱等３本

土地2.38㎡
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部 款 項 目 前年度予算額 22年度見積額 見 積 額 積 算 内 訳

千円 千円
5101-02 建物及物件貸付料 58,301 41,875 建物の貸付見込面積を基礎として算出。

部局 数量 22年度見積額 前年度予算額

㎡ 円 円

経済産業本省 1266.01 40,846,264 57,684,761

経済産業研修所 66.39 547,904 615,490

中部経済産業局 19.25 481,000 456

計 41,875,168 58,300,707

経済産業本省
(財)通商産業福祉協会 248.19㎡ 6,862,979 円
㈱ゆうちょ銀行 1.36㎡ 82,885 円
㈱みずほ銀行 6.56㎡ 399,806 円
(財)経済産業調査会 0.47㎡ 10,967 円
(独)日本貿易保険 9.37㎡ 413,056 円
㈱ウィルコム 5.76㎡ 4,725 円
(独)工業所有権情報・研修館 3.24㎡ 54,581 円
ナショナル・ベンディング㈱ 3.71㎡ 196,359 円
専広企画㈱ 1.04㎡ 55,044 円
ｱｰﾊﾞﾝﾍﾞﾝﾃﾞｨｯｸｽﾈｯﾄﾜｰｸ㈱ 12.69㎡ 671,649 円
日本ペプシコーラ販売㈱ 11.56㎡ 611,840 円
特許庁 554.67㎡ 18,863,885 円
エームサービス株式会社 306.35㎡ 9,583,411 円
㈱三省堂書店 58.32㎡ 1,751,838 円
ビッグホリデー㈱ 42.72㎡ 1,283,239 円

経済産業研修所
㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ 61.65㎡ 489,377 円
ｱｰﾊﾞﾝﾍﾞﾝﾃﾞｨｯｸｽﾈｯﾄﾜｰｸ㈱ 3.70㎡ 45,687 円
㈲共立商店 0.44㎡ 5,432 円
㈲東村山給食センター 0.60㎡ 7,408 円

中部経済産業局
上村貞子 19.25㎡ 481,000 円
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部 款 項 目 前年度予算額 22年度見積額 見 積 額 積 算 内 訳

千円 千円
5101-03 公務員宿舎貸付料 65,271 50,478 有料宿舎貸付料 42,117 千円（55,623千円）

千円 千円 千円 千円 千円 千円

経済産業本省 9,354 28,062 ▲ 1,102 ▲ 3,297 0 23,662

資源エネルギー庁 43 128 0 0 0 128

北海道経済産業局 792 2,376 0 0 0 2,376

東北経済産業局 81 243 0 ▲ 243 0 0

関東経済産業局 873 2,619 0 0 0 2,619

中部経済産業局 295 885 0 0 0 885

近畿経済産業局 1,680 5,040 0 0 0 5,040

中国経済産業局 1,309 3,926 0 0 0 3,926

四国経済産業局 413 1,239 0 0 0 1,239

九州経済産業局 747 2,242 0 0 0 2,242

計 15,587 46,759 ▲ 1,102 ▲ 3,540 0 42,117

有料駐車場使用料 8,361 千円（9,648千円）

千円 千円 千円 千円 千円 千円

経済産業本省 1,709 5,127 0 0 0 5,127

資源エネルギー庁 0 0 0 0 0 0

北海道経済産業局 211 633 0 0 0 633

東北経済産業局 9 27 0 ▲ 27 0 0

関東経済産業局 0 0 0 0 0 0

中部経済産業局 117 352 0 0 0 352

近畿経済産業局 286 858 0 0 0 858

中国経済産業局 301 903 0 0 0 903

四国経済産業局 39 116 0 0 0 116

九州経済産業局 124 372 0 0 0 372

計 2,796 8,388 0 ▲ 27 0 8,361

その他
増減見込

21年度
以降新設分

計

年換算
（１２／4）

22年度
経年減額

その他
増減見込

21年度
以降新設分

21年4月～
7月実績

年換算
（１２／4）

計

22年度
経年減額

21年4月～
7月実績
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部 款 項 目 前年度予算額 22年度見積額 見 積 額 積 算 内 訳

千円 千円
5102-00 国有財産使用収入
5102-01 版権及特許権等収入 4,146 3,779 経済産業本省に属する特許権等実施料の過去3ヵ年度の収入実績を基礎として算出。

１８年度実績 １９年度実績 ２０年度実績 計 3ヵ年平均

円 円 円 円 円

4,377,366 3,914,612 3,044,486 11,336,464 3,778,821

5200-00 納付金
5210-00 特定アルコール譲渡者納付金
5210-01 特定アルコール譲渡者納付金 12,609,600 11,381,000 アルコール事業法第31条第1項の規定により特定アルコール譲渡者から納付される納付金について、過去

3ヵ年度の特定アルコール販売実績を基礎として算出。

度数 18年度 19年度 20年度 計 平均 加算額 見積額

KL KL KL KL KL KL/円 円

99度 5,278 5,758 5,494 16,530 5,510 990,000 5,454,900,000

95度 6,328 6,299 6,085 18,712 6,238 950,000 5,926,100,000

計 11,606 12,057 11,579 35,242 11,748 11,381,000,000

 
5



部 款 項 目 前年度予算額 22年度見積額 見 積 額 積 算 内 訳

千円 千円
5203-00 雑納付金
5203-16 独立行政法人中小企業基盤 35,636,556 0 前年度限りの収入

整備機構納付金

5203-18 独立行政法人産業技術総合 0 423,603 独立行政法人産業技術総合研究所法第12条第3項の規定により独立行政法人産業技術総合研究所から納付される納付金
研究所納付金 の受入見込額については、以下の計算式により算出。

見積額＝①平成20年度末利益剰余金－(②’平成20年度末目的積立金額＋②”｢利益の処分に関する書類」上、平成20年
度当期総利益中、目的積立金と処理された額)－③自己財源固定資産原価償却相当額

① ②’ ②” ③ 見積額

円 円 円 円 円

17,986,540,781 543,755,250 262,540,318 16,756,642,550 423,602,663

5300-00 諸収入
5303-00 特別会計受入金
5303-20 貿易再保険特別会計受入金 49,195,250 49,195,250 特別会計に関する法律附則第47条第1項の規定により貿易再保険特別会計から受け入れる受入見込額について、過去、

一般会計から貿易再保険特別会計へ繰入れた金額（非ＯＤＡ分）に相当する金額は、平成19年度から平成22年度までを
目処に貿易再保険特別会計から一般会計へ繰入れることとなっているため、貿易再保険特別会計の収入支出状況等を勘

案し、平成22年度の一般会計への繰入金額を以下の計算式により算出。

5303-22 特許特別会計受入金 820,000 0 前年度限りの収入

過去の一般会計からの繰入金額（非ＯＤＡ分） ÷ 4ヵ年度 ＝ 22年度一般会計への繰入金額

196,781,000,000円 ÷ 4 ＝49,195,250,000円
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部 款 項 目 前年度予算額 22年度見積額 見 積 額 積 算 内 訳

千円 千円
5306-00 許可及手数料
5306-01 手数料 10,055 10,709 各種行政手数料について、過去の収入実績等を基礎として算出。

22年度見積額 前年度予算額

【大臣官房】 円 円
1 54,574 84,356
2 200 300
【産業技術環境局】
3 94,200 73,000
4 2,244,043 2,286,225
5 755,800 754,100
6 33,830 40,560
【製造産業局】
7 38,477 88,584
法律
8 405,900 455,900
9 207,300 207,300
【商務流通グループ】
10 181,000 181,000
【資源エネルギー庁】
11 2,409,300 2,044,200
12 12,750 16,470
13 2,600 2,600
14 313,450 221,250
【原子力安全・保安院】
15 630,450 630,450
16 368,940 336,640
17 452,870 317,020
18 2,298,800 2,125,750
19 2,400 2,400
20 13,560 12,950
21 175,490 160,190
22 13,550 13,550

10,709,484 10,054,795

鉱業登録令

法律

商品投資に係る事業の規制に関する法律

鉱業法

計

行政機関の保有する情報公開に関する法律
行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律

特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律
計量法
工業標準化法
地球温暖化対策の推進に関する法律

特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する

航空機製造事業法
武器等製造法

ガス事業法
電気工事業の義務の適正化に関する法律
電気工事士法
特定ガス消費機器の設置工事の監督に関する法律

発電水力調査図表類交付規則
エネルギーの使用の合理化に関する法律

火薬類取締法
高圧ガス保安法
液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律
電気事業法
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部 款 項 目 前年度予算額 22年度見積額 見 積 額 積 算 内 訳

（5306-01 手数料） 【大臣官房】
1．行政機関の保有する情報の公開に関する法律（54,574円）
①開示請求手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（現金収入及び印紙収入）を勘案して算出。

18年度 19年度 20年度 計 割合 平均

件 件 件 件 ％ 件

現金 69 37 15 121 7.6 40

印紙 393 477 592 1,462 92.4 488

計 462 514 607 1,583 100.0 528

2）電子納付及び窓口納付見込件数
現金納付見込件数のうち、平成20年度の電子納付件数及び窓口納付件数の実績を基礎として、電子納付見込
件数及び窓口納付見込件数を算出。

20年度 率 見込件数

件 ％ 件

電子納付 4 26.7 11

窓口納付 11 73.3 29

計 15 100.0 40

3）手数料見積額
手数料単価に2）の見込件数を乗じて、電子納付見積額及び窓口納付見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

電子納付 200 11 2,200

窓口納付 300 29 8,700

計 40 10,900
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部 款 項 目 前年度予算額 22年度見積額 見 積 額 積 算 内 訳

（5306-01 手数料） 【大臣官房】
（1．行政機関の保有する情報の公開に関する法律）
②開示実施手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（現金収入及び印紙収入）を勘案して算出。

18年度 19年度 20年度 計 割合 平均

件 件 件 件 ％ 件

現金 36 23 28 87 11.3 29

印紙 145 201 335 681 88.7 227

計 181 224 363 768 100 256

2）電子納付及び窓口納付見込件数
現金納付見込件数のうち、平成20年度の電子納付件数及び窓口納付件数の実績を基礎として、電子納付見込
件数及び窓口納付見込件数を算出。

20年度 率 見込件数

件 ％ 件

電子納付 0 0.0 0

窓口納付 28 100.0 29

計 28 100.0 29

3）手数料見積額
手数料単価に2）の見込件数を乗じて、電子納付見積額及び窓口納付見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

電子納付 1,506 0 0

窓口納付 1,506 29 43,674

計 29 43,674
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部 款 項 目 前年度予算額 22年度見積額 見 積 額 積 算 内 訳

（5306-01 手数料） 【大臣官房】
2．行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（200円）
①開示請求手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合5.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

1 2 4 7 3 1

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

200 1 200

【産業技術環境局】
3．特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律（94,200円）
①輸出移動書類交付手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

288 531 597 1,416 472 6

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

10,600 6 63,600
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部 款 項 目 前年度予算額 22年度見積額 見 積 額 積 算 内 訳

（5306-01 手数料） 【産業技術環境局】
(3．特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律)
②輸入移動書類交付手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

130 147 99 376 126 2

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

15,300 2 30,600

4．計量法(2,244,043円)
①計量士登録証訂正手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

23 16 13 52 18 1

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

1,250 1 1,250

 
11



部 款 項 目 前年度予算額 22年度見積額 見 積 額 積 算 内 訳

（5306-01 手数料） 【産業技術環境局】
(4．計量法)
②計量士登録証再交付手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

12 18 19 49 17 1

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

1,250 1 1,250

③計量士登録簿謄本交付手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

0 2 3 5 2 1

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

550 1 550
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部 款 項 目 前年度予算額 22年度見積額 見 積 額 積 算 内 訳

（5306-01 手数料） 【産業技術環境局】
(4．計量法)
④計量士国家試験受験手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

10,651 10,732 10,671 32,054 10,685 129

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

8,500 129 1,096,500

⑤指定製造事業者指定手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

2 1 2 5 2 1

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

70,800 1 70,800
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部 款 項 目 前年度予算額 22年度見積額 見 積 額 積 算 内 訳

（5306-01 手数料） 【産業技術環境局】
(4．計量法)
⑥指定外国製造事業者指定手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

0 3 3 6 2 1

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

1,073,693 1 1,073,693

5．工業標準化法(755,800円)
①登録認証機関の登録申請手数料
１）見込件数
年間見込件数に対し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子納付）見込件数を算出。
年間見込件数（4件）× 1.2% = 現金収入見込件数（1件）

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

448,200 1 448,200

②登録認証機関の登録更新手数料
１）見込件数
年間見込件数に対し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子納付）見込件数を算出。
年間見込件数（5件）× 1.2% = 現金収入見込件数（1件）

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

307,600 1 307,600
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部 款 項 目 前年度予算額 22年度見積額 見 積 額 積 算 内 訳

（5306-01 手数料） 【産業技術環境局】
6．地球温暖化対策の推進に関する法律(33,830円)
①管理口座開設申請手数料
１）見込件数
年間見込件数（環境省と折半）に対し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子納付）
見込件数を算出。
年間見込件数（71件）× 1.2% = 現金収入見込件数（1件）

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

20,900 1 20,900

②振替申請手数料
１）見込件数
年間見込件数（環境省と折半）に対し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子納付）
見込件数を算出。
年間見込件数（139件）× 1.2% = 現金収入見込件数（2件）

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

6,200 2 12,400

③書面交付請求手数料
１）見込件数
年間見込件数（環境省と折半）に対し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子納付）
見込件数を算出。
年間見込件数（3件）× 1.2% = 現金収入見込件数（1件）

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

530 1 530
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部 款 項 目 前年度予算額 22年度見積額 見 積 額 積 算 内 訳

（5306-01 手数料） 【製造産業局】
7．特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律(38,477円)
①ファイル記録事項の開示の実施に係る手数料
１）見込件数
平成20年度の実績を基に算出。
20年度実績 69件（現金 30件 印紙 39件）
22年度見込件数69件（現金 30件 印紙 39件）

2）現金分件数
1）で算出した22年度見込件数を平成20年度の現金納付（オンライン含む）割合43.5%を、現金納付分（オン
ライン含む）として算出。
現金納付分件数 30件 = 69件 × （435/1,000件）

3）オンライン分件数と窓口分件数
2）で算出した現金納付分件数を平成20年度のオンライン分件数と窓口分件数の実績率から算出。
オンライン分件数 1件 = 30件 × （ 1/30件）
窓口分件数 29件 = 30件 × （29/30件）

3）手数料見積額
3）で算出したオンライン件数に開示実施手数料980円（20年度実績980円/1件）を乗じたものと、窓口分件数
に開示実施手数料1,293円（20年度実績37,500円/29件）を乗じたものを足して算出。

38,477円 = 1件 × 980円 ＋ 29件 × 1,293円

8．航空機製造事業法(405,900円)
①航空機製造方法認可手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

航空機 2 0 1 3 1 1

滑空機 0 0 0 0 0 0

計 2 0 1 3 1 1

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

航空機 104,400 1 104,400

滑空機 50,800 0 0

計 1 104,400
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部 款 項 目 前年度予算額 22年度見積額 見 積 額 積 算 内 訳

（5306-01 手数料） 【製造産業局】
(8．航空機製造事業法)
②航空機修理方法認可手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

航空機 34 20 19 73 25 1

滑空機 0 0 0 0 0 0

計 34 20 19 73 25 1

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

航空機 55,900 1 55,900

滑空機 21,100 0 0

計 1 55,900

③航空機用機器製造方法認可手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

原動機 0 0 1 1 1 1

その他 24 18 8 50 17 1

計 24 18 9 51 18 2

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

原動機 85,300 1 85,300

その他 38,500 1 38,500

計 2 123,800
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部 款 項 目 前年度予算額 22年度見積額 見 積 額 積 算 内 訳

（5306-01 手数料） 【製造産業局】
(8．航空機製造事業法)
④航空機用機器修理方法認可手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

原動機 9 6 3 18 6 1

その他 42 25 39 106 36 1

計 51 31 42 124 42 2

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

原動機 45,500 1 45,500

その他 28,900 1 28,900

計 2 74,400

⑤航空工場検査員国家試験手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

421 429 422 1,272 424 6

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

7,900 6 47,400
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部 款 項 目 前年度予算額 22年度見積額 見 積 額 積 算 内 訳

（5306-01 手数料） 【製造産業局】
9．武器等製造法(207,300円)
①武器製造種類変更許可手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

1 1 2 4 2 1

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

146,500 1 146,500

②特定設備新設等許可手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

1 1 2 4 2 1

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

60,800 1 60,800
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部 款 項 目 前年度予算額 22年度見積額 見 積 額 積 算 内 訳

（5306-01 手数料） 【商務流通グループ】
10．商品投資に係る事業の規制に関する法律(181,000円)
①商品投資顧問業の許可更新手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

2 0 0 2 1 1

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

181,000 1 181,000
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部 款 項 目 前年度予算額 22年度見積額 見 積 額 積 算 内 訳

（5306-01 手数料） 【資源エネルギー庁】
11．鉱業法(2,409,300円)
①試掘権設定出願手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

1,170 1,871 3,461 6,502 2,168 27

3 1 6 10 4 1

4 5 7 16 6 1

0 0 3 3 1 1

1 1 1 3 1 1

444 616 416 1,476 492 6

1,622 2,494 3,894 8,010 2,672 37

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

58,300 27 1,574,100

40,000 1 40,000

8,600 1 8,600

52,700 1 52,700

15,100 1 15,100

37,400 6 224,400

37 1,914,900

試掘出願地減少出願

試掘鉱区の増加等出願

試掘鉱区の減少出願

試掘権延長申請

計

試掘権設定出願許可

試掘権出願地増加等出願

試掘鉱区の増加等出願

試掘鉱区の減少出願

試掘権延長申請

計

試掘権設定出願許可

試掘権出願地増加等出願

試掘出願地減少出願
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部 款 項 目 前年度予算額 22年度見積額 見 積 額 積 算 内 訳

（5306-01 手数料） 【資源エネルギー庁】
(11．鉱業法)
②採掘権設定出願手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

56 49 31 136 46 1

1 0 0 1 1 1

1 2 1 4 2 1

8 6 4 18 6 1

3 3 7 13 5 1

8 5 4 17 6 1

0 1 0 1 1 1

77 66 47 190 67 7

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

94,300 1 94,300

44,400 1 44,400

11,700 1 11,700

75,100 1 75,100

19,100 1 19,100

73,900 1 73,900

10,100 1 10,100

7 328,600

採掘鉱区の減少出願

鉱種名変更届出

計

採掘鉱区の分割合併出願

採掘権設定出願許可

採掘出願地増加等出願

採掘出願地減少出願

採掘鉱区の増加等出願

採掘鉱区の分割合併出願

鉱種名変更届出

計

採掘鉱区の減少出願

採掘権設定出願許可

採掘出願地増加等出願

採掘出願地減少出願

採掘鉱区の増加等出願
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部 款 項 目 前年度予算額 22年度見積額 見 積 額 積 算 内 訳

（5306-01 手数料） 【資源エネルギー庁】
(11．鉱業法)
③その他手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

7 9 5 21 7 1

0 1 0 1 1 1

0 1 1 2 1 1

2 3 1 6 2 1

147 86 （26,300） 233 117 2

156 100 26,307 263 128 6

※鉱業出願人名義変更届出については１８、19年度の実績を勘案して算出。
2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

61,600 1 61,600

43,400 1 43,400

9,800 1 9,800

37,200 1 37,200

6,900 2 13,800

6 165,800

租鉱権設定認可申請

租鉱区増加等申請

租鉱区減少申請

租鉱権延長申請

鉱業出願人名義変更届出

計

租鉱権設定認可申請

租鉱区増加等申請

租鉱区減少申請

租鉱権延長申請

鉱業出願人名義変更届出

計
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部 款 項 目 前年度予算額 22年度見積額 見 積 額 積 算 内 訳

（5306-01 手数料） 【資源エネルギー庁】
12．鉱業登録令(12,750円)
①原簿・鉱区図謄本抄本の交付及び閲覧手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

463 578 485 1,526 509 7

176 185 204 565 189 3

511 426 308 1,245 415 5

1,150 1,189 997 3,336 1,113 15

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

700 7 4,900

1,850 3 5,550

460 5 2,300

15 12,750

13．発電水力調査図表類交付規則(2,600円)
①経済産業省が調査した流量の図表類副本を交付するための手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

3 0 0 3 1 1

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

2,600 1 2,600

鉱区図等の謄本交付

鉱業原簿等の謄抄本交付

鉱業原簿等の謄抄本交付

鉱区図等の謄本交付

鉱業原簿等の閲覧

計

鉱業原簿等の閲覧

計
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部 款 項 目 前年度予算額 22年度見積額 見 積 額 積 算 内 訳

（5306-01 手数料） 【資源エネルギー庁】
14．エネルギーの使用の合理化に関する法律(313,450円)
①エネルギー管理士試験合格者がエネルギー管理士免状の交付を受けるための手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

1,559 1,904 1,686 5,149 1,717 21

2,614 913 478 4,005 1,335 17

1,666 1,169 1,154 3,989 1,330 16

17,674 8,756 3,381 29,811 9,937 120

214 56 46 316 106 2

23,727 12,798 6,745 43,270 14,425 176

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

2,650 21 55,650

1,400 17 23,800

3,950 16 63,200

1,400 120 168,000

1,400 2 2,800

176 313,450計

免状交付（新規）

免状交付（経過措置）

資格認定（新規）

資格認定（経過措置）

免状再交付

計

免状交付（新規）

免状交付（経過措置）

資格認定（新規）

資格認定（経過措置）

免状再交付
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部 款 項 目 前年度予算額 22年度見積額 見 積 額 積 算 内 訳

（5306-01 手数料） 【原子力安全・保安院】
15．火薬類取締法(630,450円)
①火薬類製造施設等完成検査手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

113 112 133 358 120 2

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

72,000 2 144,000

②火薬類製造営業許可手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

1 3 0 4 2 1

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

405,200 1 405,200
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部 款 項 目 前年度予算額 22年度見積額 見 積 額 積 算 内 訳

（5306-01 手数料） 【原子力安全・保安院】
(15．火薬類取締法)
③国家試験免状交付手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

28 29 26 83 28 1

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

2,550 1 2,550

④保安検査手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

37 38 39 114 38 1

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

78,700 1 78,700
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部 款 項 目 前年度予算額 22年度見積額 見 積 額 積 算 内 訳

（5306-01 手数料） 【原子力安全・保安院】
16．高圧ガス保安法(368,940円)
①高圧ガスの種類又は圧力の変更に伴う容器刻印等手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

1 3 6 10 4 1

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

590 1 590

②高圧ガス製造保安責任者免状交付手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

1,408 1,579 2,062 5,049 1,683 21

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

3,500 21 73,500

 
28



部 款 項 目 前年度予算額 22年度見積額 見 積 額 積 算 内 訳

（5306-01 手数料） 【原子力安全・保安院】
(16．高圧ガス保安法)
③高圧ガス製造保安責任者免状再交付手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

25 38 43 106 36 1

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

2,450 1 2,450

④認定完成検査実施者の認定申請手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

17 23 10 50 17 1

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

135,300 1 135,300
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部 款 項 目 前年度予算額 22年度見積額 見 積 額 積 算 内 訳

（5306-01 手数料） 【原子力安全・保安院】
(16．高圧ガス保安法)
⑤認定保安検査実施者の認定申請手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。
18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数
件 件 件 件 件 件
20 27 11 58 20 1

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。
単価 見込件数 見積額
円 件 円

135,300 1 135,300

⑥特定設備製造業者の登録又は更新手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。
18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数
件 件 件 件 件 件
0 0 1 1 1 1

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。
単価 見込件数 見積額
円 件 円
21,800 1 21,800

17．液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律(452,870円)
①販売事業者登録手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。
18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数
件 件 件 件 件 件
3 5 2 10 4 1

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。
単価 見込件数 見積額
円 件 円
32,100 1 32,100
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部 款 項 目 前年度予算額 22年度見積額 見 積 額 積 算 内 訳

（5306-01 手数料） 【原子力安全・保安院】
(17．液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律)
②販売事業者登録簿の謄本の交付手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

7 6 10 23 8 1

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

700 1 700

③保安機関の認定手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

44 35 24 103 35 1

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

72,700 1 72,700
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部 款 項 目 前年度予算額 22年度見積額 見 積 額 積 算 内 訳

（5306-01 手数料） 【原子力安全・保安院】
(17．液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律)
④保安機関の認定更新手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。
18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数
件 件 件 件 件 件
104 155 197 456 152 2

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。
単価 見込件数 見積額
円 件 円
49,000 2 98,000

⑤保安機関の一般消費者等の数の増加認可手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。
18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数
件 件 件 件 件 件
169 188 165 522 174 3

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。
単価 見込件数 見積額
円 件 円
56,500 3 169,500

⑥販売事業者認定手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。
18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数
件 件 件 件 件 件
0 0 1 1 1 1

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。
単価 見込件数 見積額
円 件 円
79,350 1 79,350
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部 款 項 目 前年度予算額 22年度見積額 見 積 額 積 算 内 訳

（5306-01 手数料） 【原子力安全・保安院】
(17．液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律)
⑦販売事業者登録簿の閲覧手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

0 1 0 1 1 1

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

520 1 520

18．電気事業法(2,298,800円)
①主任技術者免状交付手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

1,809 1,617 1,853 5,279 1,761 23

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

4,750 23 109,250
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部 款 項 目 前年度予算額 22年度見積額 見 積 額 積 算 内 訳

（5306-01 手数料） 【原子力安全・保安院】
(18．電気事業法)
②主任技術者免状再交付手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

258 261 288 807 270 6

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

1,550 6 9,300

③使用前検査手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

1 0 0 1 1 1

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

180,300 1 180,300
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部 款 項 目 前年度予算額 22年度見積額 見 積 額 積 算 内 訳

（5306-01 手数料） 【原子力安全・保安院】
(18．電気事業法)
④使用前安全管理審査手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（現金収入及び印紙収入）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金
納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

18 32 44 94 32 1

1 0 0 1 1 1

4 2 4 10 4 1

50 27 15 92 31 1

73 61 63 197 68 4

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

827,200 1 827,200

202,200 1 202,200

155,500 1 155,500

155,500 1 155,500

4 1,340,400

⑤ボイラー・タービン定期安全管理審査手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（現金収入及び印紙収入）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金
収入（電子納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

182 262 209 653 218 3

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

219,850 3 659,550

燃料電池発電所

燃料電池発電所

太陽電池発電所

風力発電所

計

火力発電所

火力発電所

太陽電池発電所

風力発電所

計
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部 款 項 目 前年度予算額 22年度見積額 見 積 額 積 算 内 訳

（5306-01 手数料） 【原子力安全・保安院】
19．ガス事業法(2,400円)
①ガス主任技術者資格認定手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

9 13 6 28 10 1

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

2,400 1 2,400

20．電気工事業の業務の適正化に関する法律(13,560円)
①電気工事業者更新登録手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

6 2 4 12 4 1

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

11,800 1 11,800
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部 款 項 目 前年度予算額 22年度見積額 見 積 額 積 算 内 訳

（5306-01 手数料） 【原子力安全・保安院】
(20．電気工事業の業務の適正化に関する法律)
②電気工事業者の登録証の訂正又は再交付手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。
18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数
件 件 件 件 件 件
8 6 5 19 7 1

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。
単価 見込件数 見積額
円 件 円
1,150 1 1,150

③電気工事業者登録簿の謄本交付手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。
18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数
件 件 件 件 件 件
0 0 1 1 1 1

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。
単価 見込件数 見積額
円 件 円
610 1 610

21．電気工事士法(175,490円)
①特殊電気工事資格者認定証又は認定電気工事従事者認定証の交付手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（現金収入及び印紙収入）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、
現金収入（電子納付）見込件数を算出。
18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数
件 件 件 件 件 件
3,156 8,795 5,041 16,992 5,664 68

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。
単価 見込件数 見積額
円 件 円
2,550 68 173,400
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部 款 項 目 前年度予算額 22年度見積額 見 積 額 積 算 内 訳

（5306-01 手数料） 【原子力安全・保安院】
(21．電気工事士法)
②特殊電気工事資格者認定証又は認定電気工事従事者認定証の再交付手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

62 85 69 216 72 1

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

1,150 1 1,150

③特殊電気工事資格者認定証又は認定電気工事従事者認定証の書換え手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

8 21 26 55 19 1

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

940 1 940
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部 款 項 目 前年度予算額 22年度見積額 見 積 額 積 算 内 訳

（5306-01 手数料） 【原子力安全・保安院】
22．特定ガス消費機器の設置工事の監督に関する法律(13,550円)
①ガス消費機器設置工事監督者資格認定手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

278 324 396 998 333 4

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

2,850 4 11,400

②ガス消費機器設置工事監督者資格証再交付手数料
１）見込件数
過去3ヵ年度の実績（印紙収入のみ）を勘案し、現金収入（電子納付）割合1.2%を乗じて、現金収入（電子
納付）見込件数を算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均 見込件数

件 件 件 件 件 件

39 53 41 133 45 1

2）手数料見積額
手数料単価に1）の見込件数を乗じて、現金収入（電子納付）見積額を算出。

単価 見込件数 見積額

円 件 円

2,150 1 2,150
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部 款 項 目 前年度予算額 22年度見積額 見 積 額 積 算 内 訳

千円 千円
5309-00 弁償及返納金
5309-01 弁償及違約金 5,431 4,467 法令の規定又は契約の定めに基づく加算金等について、過去3ヵ年度の収入実績を基礎として算出。

内訳 １８年度 １９年度 ２０年度 計 平均

円 円 円 円 円

契約違反 138,600 1,459,500 0 1,598,100 532,700

損害賠償金 1,666,382 903,752 1,113,057 3,683,191 1,227,730

弁償金 0 0 0 0 0

加算金 3,877,257 2,086,456 2,156,338 8,120,051 2,706,684

計 5,682,239 4,449,708 3,269,395 13,401,342 4,467,114

5309-02 返納金 2,385,507 1,665,699 法令の規定に基づく返納金について、過去３カ年度の収入実績及び平成２２年度の収納見込みを基礎として
算出。

内訳 １８年度 １９年度 ２０年度 計 平均

円 円 円 円 円

一般過払返納金 15,132,267 9,965,656 25,793,103 50,891,026 16,963,675

補助金返納金 682,219,512 670,688,659 552,567,158 1,905,475,329 635,158,443

委託費返納金 780,136,377 880,304,699 773,690,711 2,434,131,787 811,377,263

計 1,477,488,156 1,560,959,014 1,352,050,972 4,390,498,142 1,463,499,381

（基金の返還金） (2,370,000,000) (8,900,000,000) (1,059,204,326) (12,329,204,326)

（計） (3,847,488,156) (10,460,959,014) (2,411,255,298) (16,719,702,468)

【２２年度収納見込】
1．(財)ベンチャーエンタープライズセンター 債務保証基金 195,000,000 円
2．(社)プラスチック処理促進協会 債務保証基金 7,200,000 円

計 202,200,000 円

一般過払返納金＋補助金返納金＋委託費返納金＋基金の返還金＝ 1,665,699,381 円
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部 款 項 目 前年度予算額 22年度見積額 見 積 額 積 算 内 訳

千円 千円
5311-00 物品売払収入
5311-04 不用物品売払代 27,093 27,230 委託研究に係る物品等の売払いについて、過去３ヵ年度の収入実績を基礎として算出。

内訳 １８年度 １９年度 ２０年度 計 平均

円 円 円 円 円

委託研究に係る物品 24,027,289 11,283,390 22,582,267 57,892,946 19,297,649

一般不用物品 0 325,187 1,243,212 1,568,399 522,800

その他 14,001,433 7,028,103 1,198,192 22,227,728 7,409,242

計 38,028,722 18,636,680 25,023,671 81,689,073 27,229,691

5399-00 雑入
5399-01 労働保険料被保険者負担金 3,423 4,651 日雇労働者からの労働保険料被保険者負担金について、直近の収入実績を基礎として算出。

21年4～7月(A) 年換算額(A×12/4)

円 円

759,879 2,279,637

76,012 228,036

74,149 222,447

113,827 341,481

81,795 245,385

112,284 336,852

47,148 141,444

74,237 222,711

59,594 178,782

32,635 97,905

106,868 320,604

11,991 35,973

1,550,419 4,651,257

沖縄総合事務局

計

東北経済産業局

関東経済産業局

九州経済産業局

資源エネルギー庁

原子力安全・保安院

中小企業庁

中部経済産業局

近畿経済産業局

四国経済産業局

部局

経済産業本省

北海道経済産業局
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部 款 項 目 前年度予算額 22年度見積額 見 積 額 積 算 内 訳

千円 千円
5399-04 延滞金 1,190 3,895 法令又は契約に定める延滞金について、過去3カ年度の収入実績を基礎として算出。

18年度 19年度 20年度 計 平均

円 円 円 円 円

1,930,861 449,873 9,303,820 11,684,554 3,894,851

5399-99 雑収 3,465,722 4,625,711 上記に該当しない収入について、過去3ヵ年度の収納実績を基礎として算出。

内訳 １８年度 １９年度 ２０年度 計 平均

円 円 円 円 円

補助事業に係る 2,243,212,933 2,294,319,696 7,441,593,779 11,979,126,408 3,993,042,136

財産の処分収入

補助事業に係る 179,962,167 403,290,071 102,285,448 685,537,686 228,512,562

収益納付金

その他 355,746,968 575,341,707 281,379,966 1,212,468,641 404,156,214

(消費税還付含む)

計 2,778,922,068 3,272,951,474 7,825,259,193 13,877,132,735 4,625,710,912
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公務員宿舎貸付料調



(B) (C) (D) (E)

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 累計

(F)
外 (G) (H) (I) (J)

4,110 3,851 3,872 3,755 15,587 46,759 ▲ 1,102 ▲ 3,540 42,117 0 0 0 0 0 0 42,117

643 647 774 731 2,796 8,388 0 ▲ 27 8,361 0 0 0 0 0 0 8,361

4,752 4,498 4,646 4,486 18,383 55,148 ▲ 1,102 ▲ 3,567 50,478 0 0 0 0 0 0 50,478

公務員宿舎貸付料調（総括表）

(単位：千円)

見
積
額

区
分

２1 年 度 ７ 月 以 前 既 設 分 ① ２1 年 度 以 降 新 設 増 加 分 ②
２ ２ 年 度
見 積 額(A)

２1 年 度 ２２年度新規要求額

２1 年 度 収 納 実 績 ２ 1 年 度
(A) 累 計
× １ ２ ／ ４

２ ２ 年 度
経 年 減 額
見 込

① (C) 、②
以外の増減
額 見 込

(B) - (C)
± (D) － (F)

20年度以前
より繰越完
成分の年換
算 額

２１年度設置計画分

戸 数
面 積

２ ２ 年 度
完 成 分 の
２ ２ 年 度
見 積 額

(E)+(G)+
(H)+(I)+
(J)

戸 数
面 積

２ １ 年 度
途中完成分
の ２ ２ 年 度
見 積 額

２ ２ 年 度 へ
繰越完成分
の ２ ２ 年 度
見 積 額

宿
舎

駐
車
場

合
計

積
算
内
容
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(B) (C) (D) (E)

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 累計

(F)
外 (G) (H) (I) (J)

2,554 2,333 2,260 2,207 9,354 28,062 ▲ 1,102 ▲ 3,297 23,662 0 0 0 0 0 0 23,662

370 402 480 457 1,709 5,127 0 0 5,127 0 0 0 0 0 0 5,127

2,924 2,735 2,740 2,664 11,063 33,189 ▲ 1,102 ▲ 3,297 28,790 0 0 0 0 0 0 28,790

平成21年4月1日現在 【経年減額】

（宿舎） 737 戸 ㎡ 東村山独身寮 15年経年

上北沢独身寮 15年経年

（駐車場） 249 台 ㎡ （5,478－4,730）×98戸×12月＝879,648円

（9,219－8,505）×26戸×12月＝222,768円

合計 1,102,416 円

【廃止】

根岸台宿舎 12,208×7戸×12月＝1,025,472円

川口宿舎 9,912×6戸×12月＝713,664円

川口独身寮 882×25戸×12月＝264,600円

浮間独身寮 2,079×28戸×12月＝698,544円

田無独身寮 1,209×41戸×12月＝594,828円

合計 3,297,108 円

公務員宿舎貸付料調

部 局：経済産業本省 (単位：千円)

見
積
額

区
分

２1 年 度 ７ 月 以 前 既 設 分 ① ２1 年 度 以 降 新 設 増 加 分 ②
２ ２ 年 度
見 積 額(A)

２1 年 度 ２２年度新規要求額

２1 年 度 収 納 実 績 ２ 1 年 度
(A) 累 計
× １ ２ ／ ４

２ ２ 年 度
経 年 減 額
見 込

① (C) 、②
以外の増減
額 見 込

(B) - (C)
± (D) － (F)

20年度以前
より繰越完
成分の年換
算 額

２１年度設置計画分

戸 数
面 積

２ ２ 年 度
完 成 分 の
２ ２ 年 度
見 積 額

(E)+(G)+
(H)+(I)+
(J)

戸 数
面 積

２ １ 年 度
途中完成分
の ２ ２ 年 度
見 積 額

２ ２ 年 度 へ
繰越完成分
の ２ ２ 年 度
見 積 額

宿
舎

駐
車
場

合
計

積
算
内
容

3,112.50

14,540.33
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(B) (C) (D) (E)

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 累計

(F)

外 (G) (H) (I) (J)

13 13 9 8 43 128 0 0 128 0 0 0 0 0 0 128

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

13 13 9 8 43 128 0 0 128 0 0 0 0 0 0 128

平成21年4月1日現在

（宿舎） 3 戸 ㎡

（駐車場） 0 台 ㎡

公務員宿舎貸付料調

部 局：資源エネルギー庁 (単位：千円)

見
積
額

区
分

２1 年 度 ７ 月 以 前 既 設 分 ① ２1 年 度 以 降 新 設 増 加 分 ②
２ ２ 年 度
見 積 額(A)

２1 年 度
２２年度新規要求
額

２1 年 度 収 納 実 績
２ 1 年 度
(A) 累 計
× １ ２ ／
４

２ ２ 年 度
経 年 減 額
見 込

①(C)、②
以 外 の 増
減 額 見 込

(B) - (C)
± (D) －
(F)

20年度以前
より繰越完
成分の年換
算 額

２１年度設置計画分

戸 数
面 積

２ ２ 年 度
完 成 分 の
２ ２ 年 度
見 積 額

(E)+(G)+
(H)+(I)+
(J)

戸 数
面 積

２ １ 年 度
途中完成分
の２２年度
見 積 額

２２年度へ
繰越完成分
の２２年度
見 積 額

宿
舎

駐
車
場

合
計

積
算
内
容

106.79

0.00
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(B) (C) (D) (E)

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 累計

(F)

外 (G) (H) (I) (J)

200 205 193 194 792 2,376 0 0 2,376 0 0 0 0 0 0 2,376

53 53 50 55 211 633 0 0 633 0 0 0 0 0 0 633

254 257 242 250 1,003 3,009 0 0 3,009 0 0 0 0 0 0 3,009

平成21年4月1日現在

（宿舎） 41 戸 ㎡

（駐車場） 34 台 ㎡

公務員宿舎貸付料調

部 局：北海道経済産業局 (単位：千円)

見
積
額

区
分

２1 年 度 ７ 月 以 前 既 設 分 ① ２1 年 度 以 降 新 設 増 加 分 ②
２ ２ 年 度
見 積 額(A)

２1 年 度
２２年度新規要求
額

２1 年 度 収 納 実 績
２ 1 年 度
(A) 累 計
× １ ２ ／
４

２ ２ 年 度
経 年 減 額
見 込

①(C)、②
以 外 の 増
減 額 見 込

(B) - (C)
± (D) －
(F)

20年度以前
より繰越完
成分の年換
算 額

２１年度設置計画分

戸 数
面 積

２ ２ 年 度
完 成 分 の
２ ２ 年 度
見 積 額

(E)+(G)+
(H)+(I)+
(J)

戸 数
面 積

２ １ 年 度
途中完成分
の２２年度
見 積 額

２２年度へ
繰越完成分
の２２年度
見 積 額

宿
舎

駐
車
場

合
計

積
算
内
容

1,044.44

1,114.48
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(B) (C) (D) (E)

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 累計

(F)

外 (G) (H) (I) (J)

34 27 19 1 81 243 0 ▲ 243 0 0 0 0 0 0 0 0

3 3 3 1 9 27 0 ▲ 27 0 0 0 0 0 0 0 0

36 30 22 2 90 270 0 ▲ 270 0 0 0 0 0 0 0 0

平成21年4月1日現在 【廃止】

（宿舎） 9 戸 ㎡ 角五郎宿舎 平成22年度末までに取り壊し予定

※平成21年7月で全員退去済み

（駐車場） 8 台 ㎡

公務員宿舎貸付料調

部 局：東北経済産業局 (単位：千円)

見
積
額

区
分

２1 年 度 ７ 月 以 前 既 設 分 ① ２1 年 度 以 降 新 設 増 加 分 ②
２ ２ 年 度
見 積 額(A)

２1 年 度
２２年度新規要求
額

２1 年 度 収 納 実 績
２ 1 年 度
(A) 累 計
× １ ２ ／
４

２ ２ 年 度
経 年 減 額
見 込

①(C)、②
以 外 の 増
減 額 見 込

(B) - (C)
± (D) －
(F)

20年度以前
より繰越完
成分の年換
算 額

２１年度設置計画分

戸 数
面 積

２ ２ 年 度
完 成 分 の
２ ２ 年 度
見 積 額

(E)+(G)+
(H)+(I)+
(J)

戸 数
面 積

２ １ 年 度
途中完成分
の２２年度
見 積 額

２２年度へ
繰越完成分
の２２年度
見 積 額

宿
舎

駐
車
場

合
計

積
算
内
容

458.00

138.00
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(B) (C) (D) (E)

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 累計

(F)

外 (G) (H) (I) (J)

199 220 220 235 873 2,619 0 0 2,619 0 0 0 0 0 0 2,619

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

199 220 220 235 873 2,619 0 0 2,619 0 0 0 0 0 0 2,619

平成21年4月1日現在

（宿舎） 16 戸 ㎡

（駐車場） 0 台 ㎡

公務員宿舎貸付料調

部 局：関東経済産業局 (単位：千円)

見
積
額

区
分

２1 年 度 ７ 月 以 前 既 設 分 ① ２1 年 度 以 降 新 設 増 加 分 ②
２ ２ 年 度
見 積 額(A)

２1 年 度
２２年度新規要求
額

２1 年 度 収 納 実 績
２ 1 年 度
(A) 累 計
× １ ２ ／
４

２ ２ 年 度
経 年 減 額
見 込

①(C)、②
以 外 の 増
減 額 見 込

(B) - (C)
± (D) －
(F)

20年度以前
より繰越完
成分の年換
算 額

２１年度設置計画分

戸 数
面 積

２ ２ 年 度
完 成 分 の
２ ２ 年 度
見 積 額

(E)+(G)+
(H)+(I)+
(J)

戸 数
面 積

２ １ 年 度
途中完成分
の２２年度
見 積 額

２２年度へ
繰越完成分
の２２年度
見 積 額

宿
舎

駐
車
場

合
計

積
算
内
容

1,027.84

0.00
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(B) (C) (D) (E)

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 累計

(F)

外 (G) (H) (I) (J)

79 17 128 71 295 885 0 0 885 0 0 0 0 0 0 885

29 7 52 29 117 352 0 0 352 0 0 0 0 0 0 352

109 23 180 101 413 1,238 0 0 1,238 0 0 0 0 0 0 1,238

平成21年4月1日現在

（宿舎） 11 戸 ㎡

（駐車場） 9 台 ㎡

公務員宿舎貸付料調

部 局：中部経済産業局 (単位：千円)

見
積
額

区
分

２1 年 度 ７ 月 以 前 既 設 分 ① ２1 年 度 以 降 新 設 増 加 分 ②
２ ２ 年 度
見 積 額(A)

２1 年 度
２２年度新規要求
額

２1 年 度 収 納 実 績
２ 1 年 度
(A) 累 計
× １ ２ ／
４

２ ２ 年 度
経 年 減 額
見 込

①(C)、②
以 外 の 増
減 額 見 込

(B) - (C)
± (D) －
(F)

20年度以前
より繰越完
成分の年換
算 額

２１年度設置計画分

戸 数
面 積

２ ２ 年 度
完 成 分 の
２ ２ 年 度
見 積 額

(E)+(G)+
(H)+(I)+
(J)

戸 数
面 積

２ １ 年 度
途中完成分
の２２年度
見 積 額

２２年度へ
繰越完成分
の２２年度
見 積 額

宿
舎

駐
車
場

合
計

積
算
内
容

320.00

108.00
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(B) (C) (D) (E)

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 累計

(F)

外 (G) (H) (I) (J)

412 425 416 427 1,680 5,040 0 0 5,040 0 0 0 0 0 0 5,040

72 69 72 73 286 858 0 0 858 0 0 0 0 0 0 858

484 494 488 500 1,966 5,898 0 0 5,898 0 0 0 0 0 0 5,898

平成21年4月1日現在

（宿舎） 58 戸 ㎡

（駐車場） 29 台 ㎡

公務員宿舎貸付料調

部 局：近畿経済産業局 (単位：千円)

見
積
額

区
分

２1 年 度 ７ 月 以 前 既 設 分 ① ２1 年 度 以 降 新 設 増 加 分 ②
２ ２ 年 度
見 積 額(A)

２1 年 度
２２年度新規要求
額

２1 年 度 収 納 実 績
２ 1 年 度
(A) 累 計
× １ ２ ／
４

２ ２ 年 度
経 年 減 額
見 込

①(C)、②
以 外 の 増
減 額 見 込

(B) - (C)
± (D) －
(F)

20年度以前
より繰越完
成分の年換
算 額

２１年度設置計画分

戸 数
面 積

２ ２ 年 度
完 成 分 の
２ ２ 年 度
見 積 額

(E)+(G)+
(H)+(I)+
(J)

戸 数
面 積

２ １ 年 度
途中完成分
の２２年度
見 積 額

２２年度へ
繰越完成分
の２２年度
見 積 額

宿
舎

駐
車
場

合
計

積
算
内
容

2,495.23

310.00
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(B) (C) (D) (E)

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 累計

(F)

外 (G) (H) (I) (J)

326 323 338 322 1,309 3,926 0 0 3,926 0 0 0 0 0 0 3,926

74 75 77 75 301 903 0 0 903 0 0 0 0 0 0 903

401 398 415 396 1,610 4,829 0 0 4,829 0 0 0 0 0 0 4,829

平成21年4月1日現在

（宿舎） 65 戸 ㎡

（駐車場） 55 台 ㎡

公務員宿舎貸付料調

部 局：中国経済産業局 (単位：千円)

見
積
額

区
分

２1 年 度 ７ 月 以 前 既 設 分 ① ２1 年 度 以 降 新 設 増 加 分 ②
２ ２ 年 度
見 積 額(A)

２1 年 度
２２年度新規要求
額

２1 年 度 収 納 実 績
２ 1 年 度
(A) 累 計
× １ ２ ／
４

２ ２ 年 度
経 年 減 額
見 込

①(C)、②
以 外 の 増
減 額 見 込

(B) - (C)
± (D) －
(F)

20年度以前
より繰越完
成分の年換
算 額

２１年度設置計画分

戸 数
面 積

２ ２ 年 度
完 成 分 の
２ ２ 年 度
見 積 額

(E)+(G)+
(H)+(I)+
(J)

戸 数
面 積

２ １ 年 度
途中完成分
の２２年度
見 積 額

２２年度へ
繰越完成分
の２２年度
見 積 額

宿
舎

駐
車
場

合
計

積
算
内
容

4,952.90

687.50
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(B) (C) (D) (E)

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 累計

(F)

外 (G) (H) (I) (J)

103 103 103 103 413 1,239 0 0 1,239 0 0 0 0 0 0 1,239

10 10 10 10 39 116 0 0 116 0 0 0 0 0 0 116

113 113 113 113 0 0 452 1,355 0 0 1,355 0 0 0 0 0 0 1,355

平成21年4月1日現在

（宿舎） 9 戸 ㎡

（駐車場） 4 台 ㎡

公務員宿舎貸付料調

部 局：四国経済産業局 (単位：千円)

見
積
額

区
分

２1 年 度 ７ 月 以 前 既 設 分 ① ２1 年 度 以 降 新 設 増 加 分 ②
２ ２ 年 度
見 積 額(A)

２1 年 度
２２年度新規要求
額

２1 年 度 収 納 実 績
２ 1 年 度
(A) 累 計
× １ ２ ／
４

２ ２ 年 度
経 年 減 額
見 込

①(C)、②
以 外 の 増
減 額 見 込

(B) - (C)
± (D) －
(F)

20年度以前
より繰越完
成分の年換
算 額

２１年度設置計画分

戸 数
面 積

２ ２ 年 度
完 成 分 の
２ ２ 年 度
見 積 額

(E)+(G)+
(H)+(I)+
(J)

戸 数
面 積

２ １ 年 度
途中完成分
の２２年度
見 積 額

２２年度へ
繰越完成分
の２２年度
見 積 額

宿
舎

駐
車
場

合
計

積
算
内
容

492.83

50.00
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(B) (C) (D) (E)

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 累計

(F)

外 (G) (H) (I) (J)

190 186 186 186 747 2,242 0 0 2,242 0 0 0 0 0 0 2,242

31 31 31 31 124 372 0 0 372 0 0 0 0 0 0 372

221 217 217 217 871 2,614 0 0 2,614 0 0 0 0 0 0 2,614

平成21年4月1日現在

（宿舎） 17 戸 ㎡

（駐車場） 10 台 ㎡

公務員宿舎貸付料調

部 局：九州経済産業局 (単位：千円)

見
積
額

区
分

２1 年 度 ７ 月 以 前 既 設 分 ① ２1 年 度 以 降 新 設 増 加 分 ②
２ ２ 年 度
見 積 額(A)

２1 年 度
２２年度新規要求
額

２1 年 度 収 納 実 績
２ 1 年 度
(A) 累 計
× １ ２ ／
４

２ ２ 年 度
経 年 減 額
見 込

①(C)、②
以 外 の 増
減 額 見 込

(B) - (C)
± (D) －
(F)

20年度以前
より繰越完
成分の年換
算 額

２１年度設置計画分

戸 数
面 積

２ ２ 年 度
完 成 分 の
２ ２ 年 度
見 積 額

(E)+(G)+
(H)+(I)+
(J)

戸 数
面 積

２ １ 年 度
途中完成分
の２２年度
見 積 額

２２年度へ
繰越完成分
の２２年度
見 積 額

宿
舎

駐
車
場

合
計

積
算
内
容

947.92

125.00
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